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第5章 ダム事業に係る環境調査の項目並びにその手法 
 
第 1節 選定項目及びその選定の理由 

  環境調査の項目は、「ダム事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、

予測及び評価を合理的に行うための手法を選定するための指針、環境の保全のための措

置に関する指針等を定める省令(平成 10 年建設省令第１号 平成 10 年 6 月 12 日、最終

改正 平成 12 年建設省令第４号 平成 12 年 11 月 20 日)」(以下、省令といいます。)に

準じて選定しました。 

  選定項目及びその選定理由は、表 5－1 に示すとおりです。 

 
 
 
第 2節 選定した調査の手法並びにその理由 

  調査の手法は、「省令」に準じて選定しました。 
  選定した手法及びその理由は、表 5－2 に示すとおりです。 
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表5－1 環境調査の項目及びその選定理由 

工 事 の 実 施        土地又は工作物 
の存在及び供用 

環境要因の区分 
 
 
 
 
環境要素の区分 

ダ

ム

の

堤

体

の

工

事 

 

原

石

の

採

取

の

工

事 
 

道

路

の

設

置

の

工

事 

施

工

設

備

及

び

工

事

用 

道

路

の

付

替

の

工

事 

ダ

ム

の

堤

体

の

存

在 

原

石

山

の

跡

地

の

存

在 

道

路

の

存

在 

貯

水

池

の

存

在 

ダ

ム

の

供

用

及

び 

事業特性・地域特性を踏まえた項目設定の理由 
(標準項目を選定しない場合にあってはその理由) 

大 気 質 粉じん等 ×      工事の実施区域周辺には住居等の保全対象が存在していません。 

騒 音 騒 音 ×      工事の実施区域周辺には住居等の保全対象が存在していません。 大 気 環 境 

振 動 振 動 ×      工事の実施区域周辺には住居等の保全対象が存在していません。 

土砂による水の濁り ○    ○ 工事の実施、ダムの供用及び貯水池の存在などにより濁水の発生、濁水の滞留が考えられます。 

水 温        ○ ダムの供用及び貯水池の存在により水温の変化が考えられます。 

富栄養化        ○ ダムの供用及び貯水池の存在による富栄養化が考えられます。 

溶存酸素量        ○ ダムの供用及び貯水池の存在による溶存酸素の変化が考えられます。 

水 環 境 水 質 

水素イオン濃度 ○        工事の実施により水素イオン濃度の変化が考えられます。 

環境の自然的構成要素の良
好な状態の保持を旨として
調査されるべき環境要素 

土壌に係る環境 
そ の 他 の 環 境 地 形 及 び 地 質 重要な地形及び地質     × 事業実施区域に重要な地形及び地質が存在しません。 

動 物 重要な種及び注目すべき生息地 ○ ○ 事業実施区域及びその周囲には動物の生息地が存在します。 

植 物 重要な種及び群落 ○ ○ 事業実施区域及びその周囲には植物の生育地が存在します。 

生物の多様性の確保及び自
然環境の体系的保全を旨と
して調査されるべき環境要

素 
生 態 系 地域を特徴づける生態系 ○ ○ 事業実施区域及びその周囲には動植物の生息地及び生育地が存在しま

す。 

景 観 主要な眺望点及び景観資源並び
に主要な眺望景観     × 事業実施区域及びその周囲には主要眺望点及び景観資源が分布していませ

ん。 人と自然との豊かな触れ合
いの確保を旨として調査さ
れ る べ き 環 境 要 素 

人と自然との触れ合いの活動の場 主要な人と自然との触れ合いの
活動の場 × × 事業実施区域には主要な人と自然との触れ合いの活動の場が存在してい

ません。 

環 境 へ の 負 荷 の 環 境 要 素 廃 棄 物 等 建設工事に伴う副産物 ×     工事の実施の際に発生する建設副産物については事業実施区域内で適正に処理することとしています。 

注) 1．○は、標準項目を示します。 

  2．×は、標準項目から除外する項目を示します。 

3．標準項目とは、「建設省令第６条」によると規定される一般的なダム事業の内容において、環境影響を受けるおそれがあるとされる環境要素に係る項目を指します。 
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表5－2(1) 環境調査の手法並びにその選定理由 

項  目 調査の手法 環 境 

要素の 

区 分 環境要素の区分 環境要因の区分 

当該項目に関連 

する事業特性        

当該項目に関連 

する地域特性        
調      査 

手法の選定理由 記    事 

工事の実施 

(ダム堤体の工事、原

石の採取の工事、施

工設備及び工事用道

路の設置の工事並び

に道路の付替の工

事) 

工事の実施に伴う

ダム堤体の工事、

原石の採取の工事

等による濁水発生

が考えられます。 

水環境 土砂による水の濁り 

土地又は工作物 

の存在及び供用 

(ダム堤体の存在、原

石山の跡地の存在、

道路の存在、ダムの

供用及び貯水池の存

在) 

ダムの堤体の存

在、ダムの供用及

び貯水池の存在に

よる濁水の滞留が

考えらます。 

事業実施区域の額平

川は水質汚濁に係る環

境基準Ａ類型に指定さ

れています。(昭和47年4

月1日 道告示第1093

号) 

 

1．調査すべき情報 

 イ)濁度または浮遊物質量及びその調査時における

流量の状況 

 ロ)気象の状況 

 ハ)土質の状況 

 

2．調査の基本的な手法 

 調査の基本的な手法は、文献その他の資料及び現地

調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解

析によるものとします。 

 

3．調査地域 

 工事の実施に係る調査地域は、ダム事業実施区域及

びその周辺とし、額平川及びその支川(調査が必要と考
えられる河川)に係る区域とします。 
 土地又は工作物の存在及び供用に係る調査地域は、

流域の特性及び土砂による水の濁りの変化の特性を

踏まえて、土砂による水の濁りに係る影響を受けるお

それがあると認められる地域並びに当該地域より上

流の地域で当該地域の土砂による水の濁りの検討に

必要な情報を把握できる地域とし、額平川及び宿主別

川に係る区域とします。 

 

4．調査地点 

 調査地点は、事業実施区域の上流から下流に至る必

要な情報を適切かつ効果的に把握できる地点とし、ダ

ムサイト付近のほか必要な地点とします。 

 

5．調査期間等 

 流域の特性及び土砂による水の濁りの変化の特性

を踏まえ、調査地域における土砂による水の濁りに係

る必要な情報を適切かつ効果的に把握できる期間及

び時期とします。なお、調査すべき情報のうちイ)の調
査頻度は、年間で12回程度とします。 

調査の手法は、事業特性、地域特性を踏まえ、

省令に示される標準的な手法を選定しました。 
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表5－2(2) 環境調査の手法並びにその選定理由 

項  目 調査の手法 環 境 

要素の 

区 分 環境要素の区分 環境要因の区分 

当該項目に関連 

する事業特性        

当該項目に関連 

する地域特性        
調      査 

手法の選定理由 記    事 

水環境 水  温 土地又は工作物 

の存在及び供用 

(ダム堤体の存在、原

石山の跡地の存在、

道路の存在、ダムの

供用及び貯水池の存

在) 

ダムの堤体の存

在、ダムの供用及

び貯水池の存在に

よる水温の変化が

考えられます。 

事業実施区域の下流の

農地は、水田、畑として

利用されています。 

1．調査すべき情報 

イ）水温及びその調査時における流量の状況 

ロ）気象の状況 

 

2．調査の基本的な手法 

 調査の基本的な手法は、文献その他の資料及び現地

調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解

析によるものとします。 

 

3．調査地域 

 調査地域は、流域の特性及び水温の変化の特性を踏

まえて水温に係る影響を受けるおそれがあると認め

られる地域並びに当該地域より上流の地域で当該地

域の水温に係る検討に必要な情報を把握できる地域

とし、額平川及びその支川(調査が必要と考えられる河
川)に係る区域とします。 
 

4．調査地点 

 調査地点は、流域の特性及び水温の変化の特性を踏

まえて水温に係る検討に必要な情報を適切かつ効果

的に把握できる地点とし、ダムサイト付近のほか必要

な地点とします。 

 

5．調査期間等 

 現地調査は、流域の特性及び水温の変化の特性を踏

まえて水温に必要な情報を適切かつ効果的に把握で

きる期間及び時期とします。なお、調査すべき情報の

うちイ)の調査頻度は、年間で12回程度とします。 

調査の手法は、事業特性、地域特性を踏まえ、

省令に示される標準的な手法を選定しました。 
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表5－2(3) 環境調査の手法並びにその選定理由 

項  目 調査の手法 環 境 

要素の 

区 分 環境要素の区分 環境要因の区分 

当該項目に関連 

する事業特性        

当該項目に関連 

する地域特性        
調      査 

手法の選定理由 記    事 

水環境 富栄養化 土地又は工作物 

の存在及び供用 

(ダム堤体の存在、原

石山の跡地の存在、

道路の存在、ダムの

供用及び貯水池の存

在) 

ダムの堤体の存

在、ダムの供用及

び貯水池の存在に

よる富栄養化が考

えられます。 

事業実施区域の上流

域に牧野が存在します。 

1．調査すべき情報 

イ）富栄養化に係る事項及びその調査時における流

量の状況 

ロ）気象の状況 

ハ）水温の状況 

 

2．調査の基本的な手法 

 調査の基本的な手法は、文献その他の資料及び現地

調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解

析によるものとします。 

 

3．調査地域 

 調査地域は、流域の特性及び富栄養化の変化の特性

を踏まえて富栄養化に係る影響を受けるおそれがあ

ると認められる地域並びに当該地域より上流の地域

で当該地域の富栄養化に係る検討に必要な情報を把

握できる地域とし、額平川及びその支川(調査が必要と
考えられる河川)に係る区域とします。 
 

4．調査地点 

 調査地点は、流域の特性及び富栄養化の変化の特性

を踏まえて、富栄養化に係る検討に必要な情報を適切

かつ効果的に把握できる地点とし、ダムサイト付近の

ほか必要な地点とします。 

 

5．調査期間等 

 現地調査は、流域の特性及び富栄養化の変化の特性

を踏まえて富栄養化に係る検討に必要な情報を適切

かつ効果的に把握できる期間及び時期とします。な

お、調査すべき情報のうちイ)及びハ）の調査頻度は、
年間で12回程度とします。 

調査の手法は、事業特性、地域特性を踏まえ、

省令に示される標準的な手法を選定しました。 
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表5－2(4) 環境調査の手法並びにその選定理由 

項  目 調査の手法 環 境 

要素の 

区 分 環境要素の区分 環境要因の区分 

当該項目に関連 

する事業特性        

当該項目に関連 

する地域特性        
調      査 

手法の選定理由 記    事 

水環境 溶存酸素量 土地又は工作物 

の存在及び供用 

(ダム堤体の存在、原

石山の跡地の存在、

道路の存在、ダムの

供用及び貯水池の存

在) 

ダムの堤体の存

在、ダムの供用及

び貯水池の存在に

よる溶存酸素の変

化が考えられま

す。 

事業実施区域の額平

川は水質汚濁に係る環

境基準Ａ類型に指定さ

れています。(昭和47年4

月1日 道告示第1093

号) 

 

1．調査すべき情報 

イ）溶存酸素量の状態 

ロ）水温の状況 

 

2．調査の基本的な手法 

 調査の基本的な手法は、文献その他の資料及び現地

調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解

析によるものとします。 

 

3．調査地域 

 調査地域は、流域の特性及び溶存酸素量の変化の特

性を踏まえて溶存酸素量に係る影響を受けるおそれ

があると認められる地域並びに当該地域より上流の

地域で当該地域の溶存酸素量に係る検討に必要な情

報を把握できる地域とし、額平川及びその支川(調査が
必要と考えられる河川)に係る区域とします。 
 

4．調査地点 

 調査地点は、流域の特性及び溶存酸素量の変化の特

性を踏まえて、溶存酸素量に係る検討に必要な情報を

適切かつ効果的に把握できる地点とし、ダムサイト付

近のほか必要な地点とします。 

 

5．調査期間等 

 現地調査は、流域の特性及び溶存酸素量の変化の特

性を踏まえて溶存酸素量に係る検討に必要な情報を

適切かつ効果的に把握できる期間及び時期とします。

なお、調査すべき情報のうちイ)の調査頻度は、年間で
12回程度とします。 

調査の手法は、事業特性、地域特性を踏まえ、

省令に示される標準的な手法を選定しました。 
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表5－2(5) 環境調査の手法並びにその選定理由 

項  目 調査の手法 環 境 

要素の 

区 分 環境要素の区分 環境要因の区分 

当該項目に関連 

する事業特性        

当該項目に関連 

する地域特性        
調      査 

手法の選定理由 記    事 

水環境 水素イオン濃度 工事の実施 

(ダム堤体の工事、原

石の採取の工事、施

工設備及び工事用道

路の設置の工事並び

に道路の付替の工

事) 

 ダムの堤体の工

事により水素イオ

ン濃度の変化が考

えられます。 

事業実施区域の額平

川は水質汚濁に係る環

境基準Ａ類型に指定さ

れています。(昭和47年4

月1日 道告示第1093

号) 

1．調査すべき情報 

イ）水素イオン濃度及びその調査時における流量の

状況 

 

2．調査の基本的な手法 

 調査の基本的な手法は、文献その他の資料及び現地

調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解

析によるものとします。 

 

3．調査地域 

 ダム事業実施区域及びその周辺の区域とし、額平川

及びその支川(調査が必要と考えられる河川)に係る区
域とします. 
 

4．調査地点 

 調査地点は、流域の特性及び水素イオン濃度の変化

の特性を踏まえて、水素イオン濃度に必要な情報を適

切かつ効果的に把握できる地点とし、ダムサイト付近

のほか必要な地点とします。 

 

5．調査期間等 

 現地調査は、流域の特性及び水素イオン濃度の変化

の特性を踏まえて水素イオン濃度に必要な情報を適

切かつ効果的に把握できる期間及び時期とし、年間で

12回程度とします。 

調査の手法は、事業特性、地域特性を踏まえ、

省令に示される標準的な手法を選定しました。  
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表5－2(6) 環境調査の手法並びにその選定理由 

項  目 調査の手法 環 境 

要素の 

区 分 環境要素の区分 環境要因の区分 

当該項目に関連 

する事業特性        

当該項目に関連 

する地域特性        
調      査 

手法の選定理由 記    事 

工事の実施 

(ダム堤体の工事、原

石の採取の工事、施

工設備及び工事用道

路の設置の工事並び

に道路の付替の工

事) 

 工事の実施に伴

うダム堤体の工

事、原石の採取の

工事等による動物

への影響が考えら

れます。 

 

動 物 重 要 な 種 及 び         

注目すべき生息地 

土地又は工作物 

の存在及び供用 

(ダム堤体の存在、原

石採取の跡地の存

在、道路の存在、ダ

ムの供用及び貯水池

の存在) 

 ダムの堤体の存

在、原石採取の跡

地の存在、道路の

存在、ダムの供用

及び貯水池の存在

による動物への影

響が考えられま

す。 

既往資料として「沙流

川総合開発事業(二風谷

ダム・平取ダム)環境影

響評価報告書(昭和57年

3月)」によると、事業実

施区域及びその周囲は、

哺乳類ではヒグマ、キタ

キツネなど、鳥類ではシ

ジュウカラ、キジバトな

ど、魚類ではアメマス、

エゾウグイなど、陸生昆

虫類ではオサムシ類、オ

ニヤンマなど、水生昆虫

類ではヒメヒラタカゲ

ロウ、ウルマーシマトビ

ケラなどの生息が確認

されている地域です。 

額平川上流には森林

鳥獣保護区、同（特別保

護地区）の指定がありま

す。 

1．調査すべき情報 

 イ)脊椎動物、昆虫類その他主な動物に係る動物相

の状況 

 ロ)動物の重要な種の分布、生息の状況及び生息環

境の状況 

 ハ)注目すべき生息地の分布並びに当該生息地が注

目される理由である動物の種の生息の状況及び

生息環境の状況 

 

2．調査の基本的な手法 

 調査の基本的な手法は、文献その他の資料及び現地

調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解

析によるものとします。 

現地調査は、哺乳類（痕跡法及び捕獲法）、鳥類（ラ

インセンサス法、定点法、夜間定点法及び目視確認）、

両生類・は虫類（捕獲法及び目視確認）、魚類（採集

法及び目視確認）、昆虫類（一般採集法、ベイトトラ

ップ法、ライトトラップ法）、底生動物（任意確認法

及び採集法、コドラート法）について、重要な動物及

び注目すべき生息地の現状把握を行います。 

 

3．調査地域 

工事の実施に係る調査地域は、ダム事業実施区域及

びその周辺とします。 
 土地又は工作物の存在及び供用に係る調査地域は、

次のとおりとします。 

イ) 水生動物については、事業実施区域及びその周

辺の区域並びに事業実施区域の下流の地域とし

ます。 

ロ) 水生生物以外の動物については、事業実施区域

及びその周辺の区域とします。 

 

4．調査地点 

 調査地点は、動物の生息の特性を踏まえて、調査地

域における重要な種及び注目すべき生息地に係る必

要な情報を適切かつ効果的に把握できる地点、又は経

路とします。 

 

5．調査期間等 

 現地調査は、動物の生息の特性を踏まえて調査地域

における重要な種及び注目すべき生息地に係る必要

な情報を適切かつ効果的に把握できる期間、時期及び

時間帯とします。 

 哺乳類は春、夏、秋、冬の４季、鳥類は春、夏、秋、

冬の４季、両生類は春、夏の２季、は虫類は春、夏、

秋の３季、魚類は春、夏、秋の３季、昆虫類は春、夏

の２季、底生動物は春、夏、秋の３季実施します。 

 

調査の手法は、事業特性、地域特性を踏まえ、

省令に示される標準的な手法を選定しました。 

※重要種を対象とした現地調査 

 環境影響評価の手続き以後にレッドデータ

ブック等が作成され、新たな知見が示されたこ

とから、それらの現地確認のための動物調査を

行っています。 
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表5－2(7) 環境調査の手法並びにその選定理由 

項  目 調査の手法 環 境 

要素の 

区 分 環境要素の区分 環境要因の区分 

当該項目に関連 

する事業特性        

当該項目に関連 

する地域特性        
調      査 

手法の選定理由 記    事 

工事の実施 

(ダム堤体の工事、原

石の採取の工事、施

工設備及び工事用道

路の設置の工事並び

に道路の付替の工

事) 

 工事の実施に伴

うダム堤体の工

事、原石の採取の

工事等による植物

への影響が考えら

れます。 

植 物 貴重な種及び群落 

土地又は工作物 

の存在及び供用 

(ダム堤体の存在、原

石採取の跡地の存

在、道路の存在、ダ

ムの供用及び貯水池

の存在) 

 ダムの堤体の存

在、原石採取の跡

地の存在、道路の

存在、ダムの供用

及び貯水池の存在

による植物への影

響が考えられま

す。 

 既往資料として「沙流

川総合開発事業(二風谷

ダム・平取ダム)環境影

響評価報告書(昭和57年

3月)」によると、事業実

施区域及びその周囲に

は、北海道の冷温帯林を

代表するミズナラ・コナ

ラ林、カラマツなどの針

葉樹植林が広く山地・丘

陵地を覆っており、河川

沿いにはハルニレ林あ

るいはヤチダモ林が狭

長に分布しています。 

 

1．調査すべき情報 

 イ)種子植物その他主な植物に係る植物相及び植生

の状況 

 ロ)植物の重要な種及び群落の分布、生育の状況及

び生育環境の状況 

 

2．調査の基本的な手法 

 調査の基本的な手法は、文献その他の資料及び現地

調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解

析によるものとします。 
 現地調査は、植物相、植物群落、河川藻類について

行います。 

  

3．調査地域 

 工事の実施に係る調査地域は、ダム事業実施区域及

びその周辺とします。 
 土地又は工作物の存在及び供用に係る調査地域は、

次のとおりとします。 

イ）水生植物及び河川藻類については、事業実施区

域及びそのその周辺の区域並びに事業実施区域

の下流の地域とします。 

ロ）水生植物以外の植物については、事業実施区域

及びその周辺の地域とします。 

  

4．調査地点 

 調査地点は、植物の生育及び植生の特性を踏まえて

調査地域における重要な種及び群落に係る必要な情

報を適切かつ効果的に把握できる地点、又は経路とし

ます。 

 

5．調査期間等 

 現地調査は、植物の生育及び植生の特性を踏まえて

調査地域における重要な種及び群落に係る必要な情

報を適切かつ効果的に把握できる期間、時期及び時間

帯とします。 

 植物相は春、夏、秋の3季、植物群落は夏から秋に

かけて1回、河川藻類は、春、夏、秋の3季実施します。

調査の手法は、事業特性、地域特性を踏まえ、

省令に示される標準的な手法を選定しました。 

※重要種を対象とした現地調査 

環境影響評価の手続き以後にレッドデータブ

ック等が作成され、新たな知見が示されたこと

から、それらの現地確認のための植物調査を行

っています。 
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表5－2(8) 環境調査査の手法並びにその選定理由 

項  目 調査の手法 環 境 

要素の 

区 分 環境要素の区分 環境要因の区分 

当該項目に関連 

する事業特性        

当該項目に関連 

する地域特性        
調      査 

手法の選定理由 記    事 

工事の実施 

(ダム堤体の工事、原

石の採取の工事、施

工設備及び工事用道

路の設置の工事並び

に道路の付替の工

事) 

工事の実施に伴

うダム堤体の工

事、原石の採取の

工事等による生態

系への影響が考え

られます。 

生態系 地域を特徴 

づける生態系 

土地又は工作物 

の存在及び供用 

(ダム堤体の存在、原

石採取の跡地の存

在、道路の存在、ダ

ムの供用及び貯水池

の存在) 

 ダムの堤体の存

在、原石採取の跡

地の存在、道路の

存在、ダムの供用

及び貯水池の存在

による生態系への

影響が考えられま

す。 

 事業実施区域及びそ

の周囲は、標高が130～

460ｍと地形的変化に富

み、自然環境を類型化す

ると､「広葉樹自然林」､

「針葉樹人工林」､「自

然草原」､「人工草原」

及び「その他」に区分さ

れています。 

 自然林には、ヒグマ、

キタキツネなどの哺乳

類、カラ類、コゲラなど

の鳥類、オサムシ類など

の昆虫類が生息し、人工

林ではこれより動物相

は貧弱となっています。 

 草原には、エゾヤチネ

ズミなどの哺乳類、ヒバ

リ、ノビタキなどの鳥

類、ヒシバッタ、チョウ

類などが生息していま

す。 

額平川上流には森林

鳥獣保護区、同（特別保

護地区）の指定がありま

す。 

 

1．調査すべき情報 

 イ)動植物その他の自然環境に係る概況 

 ロ)複数の注目種の生態、他の動植物との関係又は

生息環境若しくは生育環境の状況 

 

2．調査の基本的な手法 

 調査の基本的な手法は、文献その他の資料及び現地

調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解

析によるものとします。 

 

3．調査地域 

 工事の実施に係る調査地域は、ダム事業実施区域及

びその周辺とします。 
 土地又は工作物の存在及び供用に係る調査地域は、

次のとおりとします。 

イ) 水生動植物については、事業実施区域及びその

周辺の区域並びに事業実施区域の下流の地域と

します。 

ロ) 水生動植物以外の動物については、事業実施区

域及びその周辺の区域とします。 

 

4．調査地点 

 調査地点は、動植物その他の自然環境の特性及び注

目種等の特性を踏まえて、注目種等に係る必要な情報

を適切かつ効果的に把握できる地点、又は経路としま

す。 

 

5．調査期間等 

 現地調査は、動植物その他の自然環境の特性及び注

目種等に係る必要な情報を適切かつ効果的に把握で

きる期間、時期及び時間帯とし、動植物調査に準じま

す。 

 調査の手法は、事業特性、地域特性を踏まえ、

省令に示される標準的な手法を選定しました。 

※重要種を対象とした現地調査 

 環境影響評価の手続き以後にレッドデータ

ブック等が作成され、新たな知見が示されたこ

とから、それらの現地確認のため動植物調査を

行っています。 
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